
１．はじめに

盧　中心市街地問題と事業所立地
　わが国の地方都市では、モータリゼーションの

進展や市街地の郊外拡大によって、都心部から人

口、事業所、公共施設等の流出が進み、中心市街

地の衰退が大きな問題となっている。

　政府は、１９９８年７月に「中心市街地における市

街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進

に関する法律（略称「中心市街地整備改善活性化

法」）」を施行し、中央省庁を横断した様々な支援

策による対応を開始した。そして、２００３年１２月１５

日時点で、全国５８７市区町村（６０４地区）が中心市

街地活性化に向けた基本計画を提出している１）。

　図１は、中心市街地問題の発生原因と過程をま

とめたものである。都市の形成と成長の過程では、

まず核となる都心部が形成され、次に都心周辺部

への道路や鉄道等の交通網の整備によって、市街

地が郊外に拡大していく。一方、都心部では、地

価の高騰、居住環境の悪化、交通混雑といった都

市機能の集中に伴う問題が顕著となり、郊外への

交通網発達と相まって、子育て層を中心とする居

住者、商業・業務施設、公共施設等の郊外流出を

引き起こす。そして、都心部では、人口減少・高

齢化や商店街衰退等の中心市街地問題が顕著に

なっていく。

　以上の郊外化による市街地の拡大と都心空洞化

は、都市の成長や発展に伴って発生する構造的問
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題であり、その解決に向けては、中心市街地の整

備のみならず、都市全体の様々な活動集積の動向

や立地要因をふまえた長期的視点からの対策が必

要である。特に、わが国の地方都市では、公共交

通のサービス水準が低い場合が多く、モータリ

ゼーションの進展が都心部の衰退を促進している

ことから、交通整備と都市活動立地との関係をふ

まえた中心市街地対策が不可欠である。

　また、現在のわが国で進展している経済構造の

サービス化・ソフト化を考慮すると、県庁所在市

を始めとする地方中核都市の中心市街地活性化で

は、業務・サービス活動の活力維持が重要であり、

都心部と郊外部における事業所立地の動態をふま

えた対策が必要と考えられる。

盪　既往研究
　事業所立地に関する研究は、これまで大都市圏

を中心として行われており、業務集積の動向と事

業所立地の分散化２）３）、事業所の立地要因と移転行

動４）５）、業務集積と業務トリップの関係６）７）等につ

いて、数多くの研究蓄積がある。

　しかし、大都市を中心とした事業所立地の分析

は、都心部の過密に起因する事業所の郊外移転や

業務副都心の形成を扱ったものが多く、事業所の

集積や新規立地需要が少ない地方圏とは状況が異

なることから、大都市圏で得られた知見を、その

まま地方都市の中心市街地問題に適用することは

困難である。

　一方、地方都市の事業所立地と中心市街地問題

の関係を扱った研究は十分でなく、最近では金

田・樋口・森村８）による長岡市（平成７年人口１９

万人）を対象とした事例があるに過ぎない。

　この研究では、長岡市中心部３地区における事

業所活動の推移を既存統計調査に基づいて把握す

るとともに、商工会議所の商工名鑑を用いて、中

心市街地における事業所の流出入を分析している。

また、卸・小売・飲食業に着目して、周辺環境に

関する評価、今後の経営意向等をヒアリングとア

ンケートに基づいて調査し、今後の中心市街地活

性化の課題を考察している。

蘯　本研究の概要
　本研究は、上記の金田・樋口・森村による研究

と同様の視点に立つが、長岡市よりも都市規模が

大きく、県庁所在市として多様な事業所集積を有

する岡山市を対象として、事業所の移転行動と中

心市街地問題の関係を分析する。

　主な検討内容は、以下の３項目である。

ａ）事業所集積動向の分析

　岡山市を１８ゾーンに区分し、事業所・企業統計

調査及び岡山県南パーソントリップ調査（以下

「PT 調査」と呼ぶ）の結果に基づいて、事業所集
積と活動の変動を分析する。

ｂ）都心部を中心とする事業所移転状況の分析

　岡山商工会議所の会報に掲載された会員事業所

の住所変更届を集計し、都心と郊外の間で事業所

の移転状況を把握するとともに、事業所集積との

関連を検討する。

ｃ）事業所移転要因の分析

　上記の移転事業所に対してアンケート調査を実

施し、都心と郊外間の事業所移転に影響を及ぼす

要因を把握するとともに、今後の中心市街地活性

化に向けた課題を考察する。

　なお、本研究の分析期間は、b）の商工会議所
データに合わせて、１９８０～９９年の２０年間とするが、

各分析の使用データによって、対象年次には若干

の相違がある。
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図１　中心市街地問題の発生過程

�

�

�

�

���������������

���������������

�
�
�
�

�
�
�
�

都市の形成と成長

・居住者（子育て層）の郊外流出
・買い物客の郊外流出
・業務，商業，公共施設の郊外流出

中心市街地問題の発生
・人口減少，高齢化
・都心商店街の衰退

都心環境の悪化
・地価の高騰
・居住環境の悪化
・交通混雑，駐車場不足

郊外開発

・住宅開発　　　
・業務・商業立地

交通網の発達
・鉄道，道路整備
・マイカーの普及

都心の形成
・人口増加
・業務・商業機能の集積



２．分析対象地域とゾーニング

盧　岡山市の概要
　本研究の分析対象地域とする岡山市は、２００２年

３月末で人口約６３万人、市域面積約 ５１３ km２ であ
り、隣接する倉敷市と合わせて人口約１３０万人の都

市圏を形成している。

　岡山市は、旭川、吉井川、高梁川の三河川に

よって形成された岡山平野の中央に位置し、市域

の南部には広大な干拓地が広がっている。このよ

うに、平坦で開発余地の大きい地理的条件を有す

るため、近年のモータリゼーションの進展に伴っ

てスプロール現象が進み、低密度拡散型の市街地

を形成している。

　なお、岡山市は、全域が都市計画区域に指定さ

れており、市街化区域が約 ９７ km２（市域面積の約
１９％）を占める。

盪　市域のゾーニング
　分析に際しては、岡山市内を図２に示す１８ゾー

ンに分割し、事業所の立地動向を分析する。

　このゾーニングは、岡山市における統計データ

の整備単位である小学校区（岡山市内８３学区）、並

びに PT 調査の基本ゾーン（岡山市内４１ゾーン）

に基づいて、両者間でデータの共有が可能なゾー

ン区分として設定したものである。

　１８ゾーンのうち、「（１）都心」以外のゾーン名称は、

各ゾーンに含まれる小学校区の名称に基づいて設

定した。なお、「（１）都心」は、岡山市が１９９９年３

月１５日に提出した中心市街地活性化基本計画９）に

おける中心市街地エリアとほぼ一致している。

蘯　岡山市の市街地構造
　まず、１８ゾーン区分に基づいて岡山市の市街地

構造を把握するため、表１に示す８指標を用いて

主成分分析を適用した。

　各指標は、都市活動の集積密度、並びに量的・

質的変化の観点から設定し、岡山市が毎年発行し

ている岡山市統計年報に所収の国勢調査、事業

所・企業統計調査等からデータを収集した。また、

各データの年次は、研究の分析期間である１９８０～

９９年の範囲に収まるように設定した。

　なお、主成分分析に使用する変数には、人口、

従業者数、事業所数のように、都市活動の規模に

関わる指標を含んでいない。これは、ゾーン面積

の違いが主成分分析の結果に及ぼす影響を避ける

ため、密度、増加率等の基準化された指標を設定

したことによる。
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図２　岡山市と１８ゾーン区分



　表１に、固有値が１以上で主成分負荷量が特徴

的な傾向を示した主成分�と�の結果を示す。主

成分�以降については固有値が０．６未満であり、説

明力が低く、明確な特徴が見られなかった。

　表中の主成分�は、人口及び従業者数の増加率、

密度の変動に対して正の負荷量を示しており、「都

市活動集積の増加」を表す主成分と解釈できる。

　主成分�は、人口及び従業者数密度に対して正

の負荷量を示していることから、「都市活動の集積

度」を表す主成分と言える。

　また、高齢化率と高齢化率の変動は、主成分�

と�のいずれに対してもマイナスの主成分負荷量

となっており、岡山市内における都市活動の集積

や増加とは逆の相関関係を示している。

　次に、表２に示す各ゾーンの主成分得点を用い
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表１　主成分分析の結果

主成分負荷量
データ年次変　　数

主成分�主成分�

０．８８４－０．３８５１９８５年人 口 密 度

０．７２８－０．６２６１９８６年従 業 者 数 密 度

０．２１９０．９１０１９８５～９０年人 口 増 加 率

０．００１０．７９８１９８６～９１年従業者数増加率

－０．１８９０．９１７１９８５～９０年人口密度の変動

０．０４３０．８９２１９８６～９１年従業者数密度の変動

－０．５４６－０．６７６１９８５年高 齢 化 率

－０．４６５－０．７７７１９８５～９０年高齢化率の変動

１．９１ ４．７０ 固　有　値　　 

２３．９  ５８．８  寄　与　率（％）

８２．７  ５８．８  累積寄与率（％）

表２ 主成分得点とゾーン分類の結果

第�主成分
得　点

第�主成分
得　点

１８ゾーン
の名称

ゾーンの
分類結果

２．５１６－２．８０６（１）都 心都 心

０．６５３－０．１８４（２）大 野 津 島都心近隣

０．００６－０．３１８（１２）西 大 寺東部拠点

１．１２６２．２１３（３）大 元 吉 備

近 郊 部

１．１３３０．６９８（４）岡 南 浦 安

０．２０８０．１１４（５）三 勲 操 南

０．５９２０．５８７（６）宇 野 高 島

－０．５７２０．１３４（７）横井馬屋上

０．００６０．３８６（８）平津馬屋下

０．１４９０．５０３（１０）妹 尾 興 除

－０．１７１０．３０３（１１）藤 田

０．２３６１．００３（１３）浮 田 御 休

－０．５４１－０．１１７（９）鯉 山 庄 内

周 辺 部

－０．７２４－０．３３４（１４）政 田 開 成

－０．６２１－０．０６９（１５）牧 石 牧 山

－１．８０４－０．９５８（１６）足 守 福 谷

－１．１０７－０．６６５（１７）太 伯 朝 日

－１．０８５－０．４８９（１８）甲 浦 小 串

図３　１８ゾーンの分類結果



てクラスター分析を適用し、ゾーンを類型化した。

　表２と図３に示すゾーン・グループのうち、

「都心」は岡山市都心部であり、人口、従業者数と

もに減少し、高齢化が進んでいる。

　「東部拠点」は、岡山市の東部拠点と位置づけら

れている旧西大寺市都心部、「都心近隣」は岡山市

都心部に隣接する大野津島ゾーンであり、人口、

従業者数の増加率が小さく、高齢化が進むなど、

「都心」と類似した特徴を示している。

　「近郊部」は人口、従業者数ともに大きな増加率

を示すゾーンで構成され、都心部周辺で急成長し

ている地域である。

　「周辺部」は、瀬戸内海沿岸や吉備高原に位置し、

過疎地の特徴を示している。

　以上のように、岡山市では都心部の衰退と近郊

部の成長が顕著であり、ドーナツ構造の市街地が

形成されている。

盻　事業所立地と業務活動の状況
　図４～図５は、総務省が５年毎に実施している

事業所・企業統計調査結果を用いて、図１の１８

ゾーンと図３のゾーン区分別に、事業所総数の増

減率と岡山市内におけるシェアの変動を示したも

のである。また、図６には、業務活動の推移を見

るために、１９８２年と１９９４年の PT 調査結果に基づ
いて、各ゾーンにおける業務発生集中トリップ数

の岡山市内シェア変動を示した。

　図４に示した３期間の事業所数増減率を見ると、

都心部は、１９８１～８６年の間に事業所数の増加を示

したが、その後の２期間は減少に転じた。近郊部

は、１９８１～８６年の増加率が最も大きく、１９８６～９１

年と１９９１～９６年には、増加率が大きく低下してい

る。しかし、近郊部の各ゾーンを見ると、１９８６～

９１年と１９９１～９６年の増減率の推移には、ゾーン間

で差異が見られる。また、１９９１～９６年はバブル経

済の崩壊後に当たるが、図４を見る限り、岡山市

の事業所立地への大きな影響は見られない。

　各グラフに示された増減率、シェア変動ともに、

都心部の減少と近郊部の成長が顕著であり、特に

大元吉備と岡南浦安の２ゾーンでの増加が目立っ

ている。

　これらのゾーンのうち、大元吉備は都心部に隣

接し、表３に示すように、２００１年８月３１日時点で、

５７４．５ ha の土地区画整理事業が実施され、道路等

の都市基盤施設が整っている。

　また、都心部の南に位置する岡南浦安ゾーンで

も、国道２号線バイパスの整備に合わせて土地区

画整理事業が進展し、上記時点までに ４２８．６ haの
施行が完了している。

　表３には、都心ゾーンにおける区画整理事業の

施工状況も示しているが、大元吉備と岡南浦安の

施工完了面積は、都心ゾーンの２倍以上に達する。

　以上のように、岡山市では、近郊部における土

地区画整理等の大規模な都市基盤整備が事業所立

地パターンを変化させ、近郊部での事業所立地の

増加や、都心部から近郊部への事業所流出を引き

起こしてきたことが推察される。

　表４は、都心部と近郊部について、図４～図５

に示した事業所数の変動を産業大分類別に再集計

した結果である。都心部では、電気・ガス・水道、

運輸・通信、金融・保険、不動産、サービスの５

業種について事業所数が増加しているが、近郊部

における事業所集積の急増によって、市全体に占

める都心部のシェアは全業種で減少している。

３．都心部を中心とする事業所移転状況の分析結果

　事業所移転状況の分析では、岡山商工会議所が

毎月発行している会報に記載された会員事業所の

住所変更届を、１９８０～９９年の２０年間について収集

した。岡山商工会議所の所轄地域は、図２のうち

（１）都心、（２）大野津島、（３）大元吉備、（４）岡南浦

安、（５）三勲操南、（６）宇野高島、（１５）牧石牧山の

７ゾーンに該当し、先の分析で事業所立地に大き

な変動が見られた地域を概ねカバーしている。

　なお、事業所の商工会議所加入は任意であるた

め、ゾーン内の事業所数と商工会議所の事業所数

には乖離がある。事業所・企業統計調査によれば、

１９９６年１０月１日時点の上記７ゾーン内事業所数は

２６，９６０事業所（公務を除く）であり、同時点の岡

山商工会議所の会員事業所数は６，６９９事業所（上記

のうち２４．８％）となっている。

　また、１９８０～９９年の２０年間に複数回の移転を

行った事業所については、各回の移転を独立に捉

え、延べ移転回数として件数を計上した。

　表５は、事業所移転件数をゾーン間 OD 表の形
でまとめた結果である。２０年間の住所変更届け出

数は９７５件（但し、同一事業所の複数回移動を含む
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図５　事業所数の岡山市内シェア増減
（１９８１～９６年の１５年間）

図４　ゾーン別の事業所数増減率（公務を除く）

図６　業務発生集中トリップ数の岡山市内シェア増減
（１９８１～９４年の１３年間）
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表３　岡山市における土地区画整理事業の施工状況
　　　　�（２００１年８�月３１�日時点での施工完了事業）

事業費（千円）施行面積（��）施工開始年施工完了年施行者事　業　名ゾ ー ン
６１．８１９２８年１９３８年組 合内 田 第 一

都 心

３０８．２１９３３年１９３８年組 合島 田 第 二
６１１８．４１９３３年１９４１年組 合大 供 第 二
５１１５．２１９３４年１９４１年組 合下 石 井 第 一
３６１３．９１９３１年１９４２年組 合島 田 第 一

２，１８６２２．３１９３２年１９５５年組 合巌 井 第 二
８，５３６，１６４３５０．６１９４８年１９８６年岡山市岡山地区復興
１，６１６，０００６．０１９９２年１９９６年個 人岡山駅南第二
１９，０１４，０００６．３１９８７年１９９７年岡山市岡 山 駅 南
２９，１６８，５３４４４２．７都心ゾーン合計　　　

８５．３１９３２年１９３６年組 合上 伊 福 第 二

大 野 津 島

２９１６．２１９３１年１９５３年組 合巌 井 第 一
６８２０．７１９３１年１９５３年組 合上 伊 福 第 一

１，１８１９．４１９３１年１９６０年組 合御 野 第 二
７４３，２７６３５．８１９７１年１９８１年組 合大 野 巌 井
７４４，５６２８７．４大野津島ゾーン合計　
６３，７０００．８１９９０年１９９３年個 人浅 越

西 大 寺 １，７１３，６８６１６．５１９８８年１９９４年組 合大 多 羅 松 崎
１，７７７，３８６１７．３西大寺ゾーン合計　　

３７１２．３１９３３年１９３８年組 合大 供 第 一

大 元 吉 備

１２，３１４３５．２１９３８年１９６０年組 合大 元 駅 前
８９，３０５１２．６１９６３年１９７６年組 合大 供 西 部
１６３，００９４．１１９８１年１９８６年組 合平 野
１，７６０，０２３５０．８１９７２年１９８８年組 合白 石 花 尻
９，４０１，０００２２３．５１９７０年１９９０年組 合今
４，４９２，５５３９２．１１９６５年１９９２年岡山市西 部 第 一
７，５８３，０００８９．０１９７４年１９９７年岡山市西 部 第 二
４，５６１，０００５４．９１９７８年１９９７年岡山市西 部 第 三
２８，０６２，２４１５７４．５大元吉備ゾーン合計　

１，２５７７．４１９３２年１９５８年組 合福 島 第 一

岡 南 浦 安

２，０８５２１．７１９３１年１９６０年組 合内 田 第 二
７，１８３１．２１９４２年１９６０年組 合上 出 石
１０，９３５１１．０１９５４年１９６０年組 合奥 田 第 一
２２２，７１６９９．０１９４３年１９６７年岡山市旧 軍 関 係
１５０，０１０１１．１１９６７年１９７５年組 合東 古 松 南 町
２３，２７４６．６１９６２年１９７６年組 合浜 野 第 一
１８９，１０８７．８１９７２年１９７８年組 合福 島
７６９，６９４４９．６１９７０年１９８１年岡山市新岡山国道第二
１，５４６，４７３１２７．８１９６７年１９８３年岡山市新岡山国道周辺
１，９７７，１６２３８．３１９７７年１９８６年組 合岡 南
９３５，２５３１８．８１９８３年１９８６年組 合福 成 福 田
１，０７９，０３７１４．６１９８０年１９８８年組 合岡 南 第 二
１，０５５，４１４１２．０１９８２年１９８８年組 合青 江 豊 成
１６０，７９８１．７１９９２年１９９７年組 合富 田
８，１３０，３９９４２８．６岡南浦安ゾーン合計　

１１９．８１９３５年１９４８年組 合国 富 第 一
三 勲 操 南 １，０３８，１５９１７．９１９８０年１９８８年組 合桑 野

１，０３８，１７０２７．７三勲操南ゾーン合計　
４４，５９２４．４１９６３年１９７５年組 合国 富 第 二

宇 野 高 島

８１，５７７４．７１９６７年１９７５年組 合国 富 第 三
２２２，１３０１２．３１９７０年１９７７年組 合原 尾 島 第 一
９４１，８６０９．１１９８９年１９９３年組 合原 尾 島 第 二
２００，２３３２．１１９９２年１９９５年組 合原 尾 島 第 三
１，４９０，３９２３２．６宇野高島ゾーン合計　
５３，６５７１．０１９７５年１９７８年組 合尾 上 第 一

平津馬屋下 ３２，２５３０．４１９８０年１９８２年組 合尾 上 第 二
８５，９１０１．４平津馬屋下ゾーン合計
７７，４６８０．６１９９８年２０００年個 人内高松原古才鯉 山 庄
２２３，６８８１．６１９９６年１９９９年個 人牟 佐牧 石 牧 山

（注）岡山市都市整備局・都市開発部区画整理課資料（平成１３年８月３１�日）に基づいて作成した。



延べ件数）であり、都心部を中心とする事業所移

転が多い。都心部内々の事業所移転は２３８件であり、

都心部からの事業所移動数４９５件の約半数を占めて

いる。都心部から都心以外への移動先は大元吉備

ゾーンの８７件が最も多く、岡南浦安ゾーンがこれ

に次ぐ。

　図７は、表５に基づいて、各ゾーンにおける事

業所の純移動数（「流入数－流出数」で定義）を求

めた結果であり、都心部は－１９８事業所の大幅な転

出超過、大元・吉備ゾーンは＋９５事業所の転入超

過となっている。

　以上の傾向は図４～図５の事業所集積動向と概

ね一致しており、都心部から近郊部への事業所流

出が、都心部における事業所数減少の大きな原因

と言える。

　表６は、「都心→都心」と「都心→都心以外」の

２つの移動について、業種別の内訳と都心内々で

の移転率を求めた結果である。

　製造業と建設業の２業種は都心部以外に移転す

る割合が高いのに対して、金融・保険・不動産は

都心部内々移動の割合が大きく、業種による差異

が見られる。

４．事業所移転要因の分析結果

盧　アンケート調査の概要
　本研究では、事業所移転の実態や理由の詳細を

把握するために、３で調査した移転事業所を対象

として、２０００年１２月に、郵送によるアンケート調

査を実施した。

　調査票は、表５の９７５事業所のうち、個人商店を

除く６００事業所に配布し、１５５票の有効回収数（回
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表４　産業大分類業種別の事業所数増減

岡山市内シェア増減
（１９８１年～９６年の１５年間）

事業所増減率
（１９８１年～９６年の５年間幾何平均値）業　　種

近 郊 部都 心 部近 郊 部都 心 部岡 山 市

９．３％－７．４％１２．１％－２．２％４．８％全 産 業

１３．０％－４．４％－１０．１％－２６．３％－１６．９％農 林 水 産

８．３％－３．８％５．３％立地なし－３．３％鉱 業

１４．０％－８．７％２２．４％－６．２％１３．６％建 設

５．３％－５．２％－０．５％－１３．３％－３．４％製 造

８．７％－６．２％３１．０％１０．１％２４．６％電気・ガス・水道

２．５％－４．３％２６．１％１６．６％２４．３％運 輸 ・ 通 信

７．９％－５．１％５．５％－４．８％－０．８％卸 ・ 小 売

１４．３％－１４．６％３７．６％３．８％１１．６％金 融 ・ 保 険

４．９％－１２．５％１９．６％１．９％１５．５％不 動 産

１２．６％－９．８％２５．６％４．３％１３．９％サ ー ビ ス

表５　岡山市都心部を中心とする事業所の移転状況

合　

計

そ
の
他
地
域

６
宇
野
高
島

５
三
勲
操
南

４
岡
南
浦
安

３
大
元
吉
備

２
大
野
津
島

１
都 

心

移転元

移転先

４９５２７１９２６７１８７２７２３８１都 心

４４７０２０１２１２１１２大野津島

１２６１１１１１６７６３１８３大元吉備

１８４１８５１６９７２８２１８４岡南浦安

５３８４２０５９３４５三勲操南

５５１０２３８３５０６６宇野高島

１８７０２３４０２その他地域

９７５８８５２７５１９５２２１４７２９７合　計

（注）岡山商工会議所会報（１９８０年～９９年）に記載
された会員事業所住所変更届に基づいて作成
した。



収率２５．８％）を得た。個人商店を除外した理由は、

都市機能集積への影響が小さいと思われる零細経

営の事業所を除くためである。

　アンケート調査票は、「�事業所属性に関する

フェイスシート項目」、「�現在の立地環境に関す

る満足度と重要度（立地条件１２個項目、及び建物

条件７項目を３段階で評価）」、「�過去の事業所移

転の有無と移転理由（立地条件の理由１２項目、及

び建物の理由７項目を複数選択）」の３つの内容で

構成されている。

　表７に、事業所属性のうち、組織、従業者数、

業種、床面積、建物所有形態の集計結果を示す。

　回答事業所は本社が６９％を占め、規模等の分布
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図７　ゾーン別の事業所純移動数（１９８０年～２０００年）

表６　都心部から移転した事業所の業種内訳

都心→都心
移転率

都心→
都心外

都心→
都　心

業　　　種

３６．２％ ４４ ２５製 造 業

３０．４％ ４８ ２１建 設 業

５０．０％  ５  ５公 益 業

４５．６％ ９２ ７７卸 ・ 小 売 業

７４．４％ １０ ２９金融・保険・不動産

５４．８％ ５２ ６３サ ー ビ ス 業

７５．０％  ６ １８そ の 他

４８．１％２５７２３８合　　　計

（注）公益業は，電気・水道・ガス及び運輸・通信
である。その他には，第１次産業と組合等の
団体を含む。

表７　フェイスシート項目の集計結果（１５５ 事業所）

構成比事業所組織

 ６９．０％本 社 ・ 本 庁

 ３０．３％出 先 機 関

  ０．６％無 回 答

１００．０％合　　計

構成比従業員数

 ２７．１％１０ 人 未 満

 ４４．５％１０ ～ ５０ 人 未 満

 １７．４％５０ 人 以 上

 １１．０％無 回 答

１００．０％合　　計

構成比業　　種

 ０．０％農 林 水 産

 ０．６％鉱 業

１５．５％建 設

１３．５％製 造

 ２．６％電気・ガス・水道

 ４．５％運 輸 ・ 通 信

３４．８％卸 ・ 小 売

 ５．８％金融・保険・不動産

２４．５％サ ー ビ ス

 ３．２％そ の 他

（注）業種は複数選択である。

構成比建物所有

 ５１．０％自 社 所 有

 ４０．０％賃 貸

  １．９％そ の 他

  ７．１％無 回 答

１００．０％合　　計

構成比現在の床面積

 １８．１％無 回 答

 １５．５％１００ � 未 満

 ３１．６％１００～５００�未満

 ３４．８％５００ � 以 上

１００．０％合　　計



に大きな偏りは見られない。また、建物所有は、

自社所有が賃貸をやや上回っている。

　表８は、現在のゾーンへの移転年次と立地ゾー

ンのクロス集計である。移転年次は１９８５年以前が

やや少ないが、１９８６～９０年、１９９１～９５年、１９９６～

２０００年の３期間については、ほぼ均等な事業所数

となっており、バブル経済の崩壊前後で、サンプ

ル数に大きな偏りは見られない。

　表９は、表５に対応して、回答事業所の移転元

ゾーンと移転先ゾーンを OD 表の形で集計した結
果である。表９の最下欄は、事業所の現在の所在

地に該当する。

　なお、表５と表９の移動数について相関分析を

行ったところ、相関係数値は０．９１４であった。表

５の移転数にはアンケート調査で対象外とした個

人商店の移転を含むので、表５と表９の結果を直

接比較することは適当でないが、アンケート調査

で得られたサンプルは、表９に示された事業所移

転パターンを概ね反映していると考えられる。

盪　移転理由の集計結果
　次に、都心部を中心とした事業所移転の理由を

見るため、「都心→近郊」及び「都心→都心」の移

転事業所について移転理由の選択率を集計した。

図８に結果を示す。

　立地環境に関する移転理由を見ると、「都心→近

郊」の移転事業所は、「（１）周辺道路事情」、「（２）

駐車場利便性」などの自動車利用の利便性を移転

理由とする傾向が強い。

　一方、「都心→都心」の移転事業所は、「都心→

近郊」に比べて、「（１１）周辺イメージ」の選択割

合が高くなっている。

　建物に関する移転理由は、「都心→都心」、「都心

→近郊」ともに、「（１４）スペースの使い勝手」と

「（１３）建物グレード」の選択率が高い。また、「都

心→近郊」の事業所は、「（１８）実質賃料」の選択率

も１７．９％とやや大きい。

　以上の分析は、業種別に行うことにより、詳細

な考察が可能となる。しかし、今回のアンケート

調査はサンプル数が十分でなく、クロス集計を行

うと結果の信頼性に問題が生じると考えられたた

め、今後の研究課題としておく。

蘯　現状の立地に対する評価
　アンケート調査では、図８の立地環境項目と建

物項目に対する現状の評価を「満足」、「ふつう」、

「不満」の３段階、また各項目の重要度を「重要」、

「ふつう」、「重要でない」の３段階で質問した。

　ここでは、都心部事業所と近郊部事業所につい

て、現状の立地環境に対する評価意識の差異を、

各項目の評価結果と重要度を用いて分析する。

　図９～図１２は、現在都心部と近郊部に立地して

いる事業所の回答結果を用いて、各立地環境項目

の不満度（立地事業所のうち「不満」と答えた割

合）を横軸、重要度（立地事業所のうち「重要」

と答えた割合）を縦軸にとり、各評価項目を散布
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表８　移転事業所の移転年次と現在の立地ゾーン

現在の立地ゾーン

移転年次 合　

計

そ
の
他
地
域

６
宇
野
高
島

５
三
勲
操
南

４
岡
南
浦
安

３
大
元
吉
備

２
大
野
津
島

１
都 

心

３００１０１０１１９８０ 年 以 前

１６２１１２６０４１９８１～１９８５年

３６４２１３１２２１２１９８６～１９９０年

３２３１４１１１１１１１９９１～１９９５年

３８６０１８１０２１１１９９６～２０００年

２０００２０００無 回 答

１２７１５４８１６４０５３９合　　計

表９　アンケート調査対象事業所の移転状況

合　

計

そ
の
他
地
域

６
宇
野
高
島

５
三
勲
操
南

４
岡
南
浦
安

３
大
元
吉
備

２
大
野
津
島

１
都 

心

移転先

移転元

６８３１１１０１７１３５１都 心

９２０００４３０２大野津島

１３２００３５０３３大元吉備

１５２１０３８１０４岡南浦安

８２１３０２００５三勲操南

５１１１０２００６宇野高島

９３０３０２０１その他地域

１２７１５４８１６４０５３９合　計

（注）移転前住所を無回答の２８サンプルを除外した。



図上にプロットした結果である。

　図９と図１１の立地環境評価を比較すると、都心

事業所は「駐車利便性」、近郊事業所は「バス・鉄

道利便性」に対する不満度が最も大きく、都心、

近郊ともに交通条件が問題となっている。岡山市

では、公共交通網が都心集中型となっており、郊

外部の公共交通利便性が低いことから、都心部と

近郊部では、自動車と公共交通の利便性に対する

評価が逆になったものと思われる。

　また、都心部では「駐車場利便性」の重要度が

高いことから、図８の結果と考え合わせると、都

心部における事業所立地の促進では、利便性の高

い駐車場の確保が最重要の課題と言える。

　一方、「周辺道路事情」は都心部、近郊部ともに

重視されているが、不満度はあまり高くない。岡

山市の市街地は、低密度拡散型であり、他都市に

比べると道路混雑が深刻化していないことが、評

価結果に表れたと思われる。

　図１０と図１２の建物評価では、都心事業所におい

て「実質賃料」に対する不満度と重要度が大きい。

近郊部では、この項目の不満度、重要度ともに低

いことから、都心立地におけるオフィス賃料の重

要性が見て取れる。

　また、重要度と不満度の大きさから、都心、近
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図８　事業所の移転理由の比較



郊ともに「スペース使い勝手」と「情報化対応」

が重要項目と言える。

　図１３と図１４は、業種による立地環境項目と建物

評価項目の重要度の違いを見るため、概ね十分な

サンブル数が得られた建設業、製造業、卸売業、

小売業、サービス業の５業種と全業種について、

重要度を折れ線グラフで示した結果である。

　なお、これらのグラフを都心立地事業所と近郊

部立地事業所について描けば、より詳細な考察が

可能となるが、都心事業所のサンプルが少なかっ

たため、ここでは全ゾーンの事業所を対象とした

分析結果を示した。

　図１３において、業種により重要度が異なる項目

を見ていくと、まず「周辺道路事情」と「駐車場

利便性」において、製造業がやや低い値となって

いる。次に、「官公庁近接性」の重要度は、建設業

が高い値となっており、公共事業との関連が強い

業種としての特徴を表している。「周辺発展性」、

「周辺イメージ」、「周辺環境」等の立地場所周辺の

条件に対する重要度は、小売業が高い値を示して

おり、店舗立地点周辺の将来性やイメージに対す

る関心の高さが表れている。逆に、建設業はこれ

らの項目に対する重要度が低く、業種により評価

特性に違いが見られる。

　図１４の建物評価項目は、図１０及び図１２の結果と

同様に、各業種とも「情報化対応」と「スペース

の使い勝手」の２項目に対する重要度が高く、前

者より、情報化社会の進展が事業所のオフィス選

択に影響を及ぼしている様子がうかがえる。また、

製造業は、「ビル保守管理」、「実質賃料」、「補償
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図９　都心事業所の現状立地環境評価

図１０　都心事業所の現状建物評価

図１１　近郊部事業所の現状立地環境評価

図１２　近郊部事業所の現状建物評価



金・敷金」などの建物のコストに関連する項目に

対して、他の業種よりも高い重要度となっている。

一方、建設業は、多くの項目において、業種の中

で最も低い重要度を示しており、建物評価項目に

ついても、業種による意識の違いが表れている。

― ―27

図１３　立地環境項目に対する重要度の業種間比較

図１４　建物評価項目に関する重要度の業種間比較 



５．ま と め

　まず、本研究で得られた主な知見をまとめる。

１）　岡山市では、都心部から、都心周辺の近郊

部ゾーンに事業所移転が生じており、都心部

での業務活動衰退の原因となっている。

２）　都心事業所の移転先は、大規模な区画整理

事業が実施された近郊部のゾーンが中心と

なっており、近郊部における大規模な都市基

盤整備が、都心部からの事業所流出を促進し

ていると考えられる。

３）　アンケート調査結果より、都心部から近郊

部への事業所移転理由のうち、立地環境面で

は「駐車場利便性」と「周辺道路事情」の割

合が大きく、建物理由に関しては「スペース

の使い勝手」や「建物の設備」の割合が高い。

２）の知見と考え合わせると、土地区画整理事

業による道路網や立地スペースの充実が、近

郊部への事業所移転の要因になったと考えら

れる。

４）　都心事業所の立地環境評価では、「駐車場利

便性」に対する重要度と不満度が特に大きい。

従って、都心部での駐車場利便性が改善され

なければ、今後も都心部から近郊部への事業

所流出が続く可能性が高いと思われる。

５）　立地環境項目に対する重要度を業種間で比

較した結果、製造業では自動車の利便性に関

する項目の重要度がやや低く、小売業と建設

業では、立地場所周辺の条件に関する項目の

重要度が異なるなど、業種による違いが見ら

れた。また、建物評価項目については、多く

の業種で、スペースの使い勝手と情報化対応

の重要度が高かったが、建物の使用コストに

関する項目では、業種による重要度の差異が

見られた。

　本研究の結果から、今後事業所立地を通じて中

心市街地の活性化を図っていくためには、都心部

における駐車利便性の改善を図っていくことが最

重要の課題と言える。

　また、岡山市では、近郊部における大規模な土

地区画整理事業が都心からの事業所流出をもたら

している可能性が高いため、都心部と近郊部の間

で都市基盤整備のバランスを考えていくことも必

要と考えられる。

　今後の研究課題としては、アンケート調査のサ

ンプル数を追加し、事業所の業種を加味したより

詳細な分析を行うことや、政策評価に向けた事業

所立地のモデル化等の検討が考えられる。

　最後に、本研究の遂行に当たっては、岡山商工

会議所、並びに（株）ジャストシステム・花岡英之

氏（元岡山大学大学院生）の協力を得た。記して

謝意を表する次第である。また、本論文の修正に

関して貴重なコメントをいただいた、本誌匿名の

レフェリーの方々にも謝意を表します。
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A Study on the Office Location and Its Determinant 
Factors in Okayama City
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Abstract
　Many local cities in Japan have been suffering from the decline of economic activities in the city center.　
The Japanese Government enacted “the Law for the Rehabilitation of City Center” in １９９８ and has been 
conducting various measures for the declining city center under the cooperation of Ministries and 
Agencies.　This paper aims to examine the trends in office location and their impact on the decline of the 
central area of Okayama City.　The empirical studies using data form the Establishment Census of Japan 
and the directories of Okayama Chamber of Commerce have identified a rapid growth of office location 
in the suburban area contrary to the city center.　A questionnaire survey for the relocated firms has 
revealed the provision of parking spaces and the rent are important factors to determine the office location.
Key words: Rehabilitation of city center, Office location, Local city 


